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埼玉県南部地域に見る外国人住民の状況

地 域 密 着 型 調 査 レ ポ ー ト

　　　1.はじめに

　法務省入国管理局が半年に1度、日本国内に暮ら
す在留資格を持つ外国人の統計を発表しているが、
2020年 6月現在の調査結果で川口市が在留外国人
総数の多い自治体で全国1位になった。それまでの
1位は留学生住民が多い東京都新宿区であったが、
新型コロナウイルス感染症発生の影響から、外国人
の入国制限や留学生の帰国が見られるようなり、そ
うした動向が順位に影響を及ぼした。
　一方の川口市は、新型コロナウイルス感染症の影
響を受けながらも着実に外国人人口が増え続けてい

る。隣接する戸田市、蕨市も同様の傾向が見られ、
埼玉県南部の3市（以下県南３市）は県内で最も多
国籍化が進み、外国人に選ばれる地域に変貌を遂げ
つつある。そこで本レポートでは、外国人住民に関
する県南3市の最新の状況を考察し、今後の展望に
ついて述べることとする。
　図表1は全国の都道府県の中で在留外国人の多い
上位6都府県の外国人人口の推移を3点で比較しグ
ラフに表したものだ。東京都を筆頭に上位は大都市
圏の自治体に外国人が集まっている。本県は全国で
5番目に外国人が多く、2020年までの増減率を見る
と2010年比で 60.9%増、2015年対比では 41.9％
増となっているが、いずれも上位6都府県中で伸び
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率ではトップとなっている。その要因の1つが中国
人の増加である。2020年 12月時点の在留外国人
のうち、国籍を中国人に限ると全在留外国人288万
7,116 人のうち中国人が77万 8,112 人で第 1位と
なっており、これを都道府県の順位で見ると、本県
は東京都に次いで全国で2番目に中国人の多い自治
体となっている。図表２は図表１の自治体を対象に
中国人の人口推移だけを2015年と 2020年の 2時
点で比較したものであるが、本県は他の自治体に比
べて中国人の伸び率が高いことが分かる。中国人に
人気の自治体であることが分かるが、本県では在留
中国人人口全体の約73％が県南３市に集中してい
る。

　　　2.外国人住民全国1位になった川口市

　次に図表３を見て頂きたい。同表は法務省「在留
外国人統計」調査を基に、市区町村別に見た全国の

自治体で外国人住民の多い上位15自治体を3時点
評価（いずれの結果も12月 1日現在）したものだ。
評価年は最新の 2020 年と 2015 年、そして上位
100自治体のデータが公表されて初めての2012年
を選んだ。調査結果は6月、12月の半年単位で公表
されるが、川口市は2020年 6月の調査結果で初め
て東京都新宿区を抜いて全国1位に浮上した。
　3時点評価を見ても分かる通り、川口市には右肩
上がりで外国人が集まってきている。2020年を基
準にすると、2012年対比で82.4%増、2015年対比
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図表３：在留外国人が多い全国上位 15自治体の 3時点データ

図表 1：在留外国人の多い上位 6都府県

図表 2：在留中国人の人口推移

各年とも 12 月 1 日付現在の実数。2012 年の戸田市、蕨市、2015 年の蕨市は 100 位以下で順位記載がない。 法務省「在留外国人統計」調査を基に当研究所で作成法務省「在留外国人統計」調査を基に当研究所で作成
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で 40.8％増となり、外国人住民が多い上位 15 自治
体の中で最も増加率が高く、このことから川口市が
外国人に最も人気のある自治体であることが分かる。
また、川口市に隣接する戸田市、蕨市を見ると、両
市とも 2012 年時点では上位 100 位以内には入って
いなかったが、直近の 2020 年統計では、戸田市 73
位、蕨市 74 位と順位を着実に上げている。外国人
住民数は両市とも約 7,600 人と川口市に及ばないも
のの、増加率では戸田市の 2020 年時点の外国人住
民は、2012 年対比では川口市よりも高く、蕨市に
ついては、わずか 8 年間で外国人住民が 2 倍以上に
急速に増えている。
　一方、都内では新宿区以外には、江戸川区、葛飾区、
足立区、練馬区など都心から離れた行政区に外国人
が集まる傾向が見られるが、これは交通の利便性が
高い割に、都内の中心部と比較して住居費が安いこ
とから外国人に選ばれていると考える。
　次に図表4を見て貰いたい。県南 3 市の外国人住
民の総数がどの程度の規模であるのか、都道府県別
に見た在留外国人総数と比較したものだが、3 市の
総数は 15 位の広島県全体の総数に迫り、埼玉県全
体で見ても総数の 27.5％を占めている。また、川
口市単体では 17 位の北海道全体の総数より外国人
住民が多い。川口市の外国人増加が隣接する戸田

市、蕨市にも影響を及ぼしていると考えられるが、
では何故、川口市に外国人が集まってくるのだろ
うか？図表 5、図表 6と照らしながら判断したい。　　 
　図表5は東京都新宿区と川口市の外国人住民の人
口推移について、新型コロナウイルス感染症がまだ
発生していない 2019 年 9 月から直近の 2021 年 10
月までの推移を月別に示している。新宿区は国内で
最初の緊急事態宣言が出された 2020 年 4 月頃を境
に在留外国人人口が急減し、外国人の国内への厳し
い入国制限が始まった 2020 年 6 月を境にして人口
減少に拍車をかけている事が読み取れる。一方、川
口市は新型コロナウイルス感染症の発生以降も、外
国人住民数が大きく落ち込むことはなく、横ばいで
推移しており、2020 年 5 月、両者の在留外国人住
民数は逆転した。

　　　3.埼玉県南部に外国人が集まる背景

　この推移をさらに在留資格別に見たのが図表6で
ある。新宿区は留学生数が大きく落ち込んでおり、
外国人住民全体の減少につながっている。一方、川
口市は永住者、定住者、永住者の配偶者等の区分で

新宿区よりも外国人住民が多く、こうした特徴が新
型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けても外国
人住民が減っていない大きな要因として挙げられる。
　では何故、川口市を筆頭に県南３市に外国人が集
まっているのだろうか？
　第 1 に県南３市に住む外国人は定住者が多く、先
行して暮らす外国人住民の家族や親族、知人・友人
を頼りに新たに入国する外国人が集まってきている。
第 2 にそうした外国人住民の増加により国籍単位の
コミュニティが構築され、コミュニティを中心にモ
ノや情報が集まりさらに外国人が集まっている。第
3 に都内に近く交通利便性に優れる一方で都心より
住宅費が安いことなどが背景にあると考えられる。
　県南３市は、川口市が住宅雑誌などで " 住みやす
い街 " に選ばれる様に、外国人にとっても " 住みやす
い街 " であるのではないだろうか ――と推察できる。

　　　4.外国人に関連する企業の動向

　次に県南３市の外国人の動向について、暮らしと
仕事の面から実態を把握するため、外国人専門の不
動産事業者と人材派遣会社の動向を紹介する。
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で 40.8％増となり、外国人住民が多い上位 15 自治
体の中で最も増加率が高く、このことから川口市が
外国人に最も人気のある自治体であることが分かる。
また、川口市に隣接する戸田市、蕨市を見ると、両
市とも 2012 年時点では上位 100 位以内には入って
いなかったが、直近の 2020 年統計では、戸田市 73
位、蕨市 74 位と順位を着実に上げている。外国人
住民数は両市とも約 7,600 人と川口市に及ばないも
のの、増加率では戸田市の 2020 年時点の外国人住
民は、2012 年対比では川口市よりも高く、蕨市に
ついては、わずか 8 年間で外国人住民が 2 倍以上に
急速に増えている。
　一方、都内では新宿区以外には、江戸川区、葛飾区、
足立区、練馬区など都心から離れた行政区に外国人
が集まる傾向が見られるが、これは交通の利便性が
高い割に、都内の中心部と比較して住居費が安いこ
とから外国人に選ばれていると考える。
　次に図表4を見て貰いたい。県南 3 市の外国人住
民の総数がどの程度の規模であるのか、都道府県別
に見た在留外国人総数と比較したものだが、3 市の
総数は 15 位の広島県全体の総数に迫り、埼玉県全
体で見ても総数の 27.5％を占めている。また、川
口市単体では 17 位の北海道全体の総数より外国人
住民が多い。川口市の外国人増加が隣接する戸田

市、蕨市にも影響を及ぼしていると考えられるが、
では何故、川口市に外国人が集まってくるのだろ
うか？図表 5、図表 6と照らしながら判断したい。　　 
　図表5は東京都新宿区と川口市の外国人住民の人
口推移について、新型コロナウイルス感染症がまだ
発生していない 2019 年 9 月から直近の 2021 年 10
月までの推移を月別に示している。新宿区は国内で
最初の緊急事態宣言が出された 2020 年 4 月頃を境
に在留外国人人口が急減し、外国人の国内への厳し
い入国制限が始まった 2020 年 6 月を境にして人口
減少に拍車をかけている事が読み取れる。一方、川
口市は新型コロナウイルス感染症の発生以降も、外
国人住民数が大きく落ち込むことはなく、横ばいで
推移しており、2020 年 5 月、両者の在留外国人住
民数は逆転した。

　　　3.埼玉県南部に外国人が集まる背景

　この推移をさらに在留資格別に見たのが図表6で
ある。新宿区は留学生数が大きく落ち込んでおり、
外国人住民全体の減少につながっている。一方、川
口市は永住者、定住者、永住者の配偶者等の区分で

新宿区よりも外国人住民が多く、こうした特徴が新
型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けても外国
人住民が減っていない大きな要因として挙げられる。
　では何故、川口市を筆頭に県南３市に外国人が集
まっているのだろうか？
　第 1 に県南３市に住む外国人は定住者が多く、先
行して暮らす外国人住民の家族や親族、知人・友人
を頼りに新たに入国する外国人が集まってきている。
第 2 にそうした外国人住民の増加により国籍単位の
コミュニティが構築され、コミュニティを中心にモ
ノや情報が集まりさらに外国人が集まっている。第
3 に都内に近く交通利便性に優れる一方で都心より
住宅費が安いことなどが背景にあると考えられる。
　県南３市は、川口市が住宅雑誌などで " 住みやす
い街 " に選ばれる様に、外国人にとっても " 住みやす
い街 " であるのではないだろうか ――と推察できる。

　　　4.外国人に関連する企業の動向

　次に県南３市の外国人の動向について、暮らしと
仕事の面から実態を把握するため、外国人専門の不
動産事業者と人材派遣会社の動向を紹介する。
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■ 麒麟株式会社（川口市）

　同社は中国人を
主な顧客にした外
国人向け不動産会
社である。2012年
４月、林正直社長
が29歳の時、1人
で西川口駅前の雑
居ビルで創業した。
その後、外国人住
民の増加を追い風
にして業容は年々拡大し、現在、従業員は70人
を越えるが、9割が中国人である。2020年 3月
期の売上高は4億円を超え、今期はさらに増収を
見込んでいる。
　林社長は2006年 5月に中国・吉林省から来日
した。来日当時、日本語は全く分からず、日本語
学校で日本語教育を受けた後、コンピュータ系の
専門学校に入学。卒業後、アニメーション関連の
企業に勤めるが、中国語と日本語が分かる強みを
活かしたいと不動産事業を目指して起業した。日
本に住み続たいという思いから、2019年、日本
に帰化した。
　起業後、最初の2年間は、思うように業績が伸
びなかったが、3年目以降になると事業が軌道に
乗り始めた。事務所をビルの3階から 1階に移
しPR効果を高めたことに加えて、設立3年目に
は池袋、4年目には新大久保に相次ぎ支店を出店
した。新型コロナウイルス感染症発生前までは、
1ヵ月あたり3,000件ほどの問合せがあり、その
9割以上が中国人だという。コロナの影響で現在、
問合せ件数は約半分に減っているが、業績は落ち
ていない。5、6年前までは顧客層の多くが学生
であったが、現在は企業経営者や都内に務めるビ
ジネスマンが増えていることが業績に影響を与え
ている。
　本社のある西川口店の場合、以前は川口市や戸
田市、蕨市に転居して来る中国人の多くが、都内

よりも家賃が安いという理由が大半であったが、
現在は、「そうした理由で県南部に転居してくる
ケースは少ない。“住みやすい街 ”という事で県
南部地域が選ばれている」（林社長）。中国人にとっ
て “住みやすい街 ”とは、「西川口を中心に本格
的な中華街や中国人向けのスーパーや生鮮食品店
が多くあり、中国人の知り合いが多く住んでいる
こと。年収で見れば、都内でも十分に住宅を購入
できる人が多く、住居費の安さで県南部地域が選
ばれている訳ではない」（同）と話す。
　こうした住みやすさを背景にして、同社の取扱
い契約では、川口市、戸田市、蕨市内の建売戸建
て住宅や3DK、3LDKなどファミリータイプのマ
ンションを購入する案件が増えている。購入者は
30代の中国人が大半で、住宅ローンを組まずに
現金購入するケースも多い。また、かつては物件
の販売主は100％日本の企業であったが、現在で
は半数近くが中国系企業で占められている。
　同社は新型コロナウイルス感染症の発生を機に
事業の見直しを図った。これまでの物件仲介事業
に加えて、新規事業としてリノベーション事業に
進出した。中古マンションを購入し、修繕して再
販売するものだが、「リノベーションした物件を
売り出すと、すぐに売れてしまう」（林社長）。近
年、西川口駅周辺では中国系店舗が増え続けてい
る。新たなチャイナタウンになりつつあるが、林
社長は、「今後は、さらに中国人が増えるだろう
と見ている。横浜の中華街に負けないような観光
客も呼び込める街に発展して欲しい」と強調する。

　外国人住民の増加により多文化共生社会への対

応が求められる自治体が増えている。自治体政策

学が専門で、全国市区町村のまちづくりや政策形

成に広く関わる牧瀬准教授に、地方自治の観点か

ら外国人住民政策について意見を伺った。

◇　　　　◇　　　　◇

――外国人住民が増えることで、地方自治にどの
ような影響を及ぼすとお考えですか？
　外国人の人口が増えると税収も増える可能性が

あります。また、地方交付税は人口に対して付与

率が決められるので、外国人住民の増加はメリッ

トがあります。一方、どの自治体も言葉の問題で

苦労しています。特に教育の問題は重要。言葉が

通じない事で長期的に貧困化していく傾向が、全

国どの自治体でも見られます。貧困化は生活保護

につながってしまいます。

――外国人と日本人が共存するためには自治体と
して何が必要なのでしょうか？
　法的根拠を用意することが重要です。1つが条

例化です。基本的にお互いを認め合って共生して

いく理念条例ですが、それを根拠にして事業を進

めていく。宮城県、静岡県、世田谷区、神戸市、

岡山市などまだ少ないですが、全国で12-13自治

体が条例化し、しっかりと法的根拠を用意して事

業に取組むケースがじわじわ広がっています。残

念ながら埼玉県内では全く動いていないようです。　　

　もう1つが『住民投票権』の付与をどうするか、

です。この議論に発展すると、多くの住民を巻き

込んでの賛否が展開されます。住民投票権を公職

選挙上の選挙権と勘違いしている住民層が一定数

おり、急進的な反対運動になります。ヘイトクラ

イム（人種等の違いによる嫌がらせ）に発展する

可能性もあります。そのため、大阪市ヘイトスピー

チへの対処に関する条例や川崎市差別のない人権

尊重のまちづくり条例など、人種差別やヘイトス

ピーチを規制した条例が制定されつつあります。

　地方自治体の現場では、外国人との接し方につ

いて、何をどうしていいか分からない現状があり

ます。国等がマニュアルづくりを進めるとともに、

民間企業との連携も考えられます。一部の民間企

業は、内部的にはダイバーシティ・インクルージョ

ンに取組む傾向が強くなっています。ダイバーシ

ティ・インクルージョンとは、多種多様な人が互

いの考え方の違いや個性を受け入れながら、とも

に成長することを意味します。同時に外部的には、

外国人を消費者として捉え、ダイバーシティ経営

を推進しています。民間のダイバーシティ志向（マ

ネジメント）を行政に適用させるため、協定を締

結することも一案かもしれません。

――今後、日本は生産年齢人口が減り、外国人の
活躍を期待する声も聞かれます。
　地方自治の観点で見た時、外国人よりも順番と

してまず先にやるべき事があります。

　例えば、国は女性の就労率を引き上げることを

目指しています。あるいは定年延長への取組みも

あるでしょう。さらにDX化。それをやってダメ

な場合に外国人への対応があると考えます。現時

点で地方自治体は外国人を労働者と全く考えてい

ません。どうしても日本人を活用しようという議

論が先にあります。ただし、介護人材など特定の

業種については外国人に頼ろうとしていて、ベト

ナムから優秀な人材を積極的に集めている横浜市

は成功事例の1つです。

関東学院大学法学部 地域創生学科　准教授　牧
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■ 麒麟株式会社（川口市）

　同社は中国人を
主な顧客にした外
国人向け不動産会
社である。2012年
４月、林正直社長
が29歳の時、1人
で西川口駅前の雑
居ビルで創業した。
その後、外国人住
民の増加を追い風
にして業容は年々拡大し、現在、従業員は70人
を越えるが、9割が中国人である。2020年 3月
期の売上高は4億円を超え、今期はさらに増収を
見込んでいる。
　林社長は2006年 5月に中国・吉林省から来日
した。来日当時、日本語は全く分からず、日本語
学校で日本語教育を受けた後、コンピュータ系の
専門学校に入学。卒業後、アニメーション関連の
企業に勤めるが、中国語と日本語が分かる強みを
活かしたいと不動産事業を目指して起業した。日
本に住み続たいという思いから、2019年、日本
に帰化した。
　起業後、最初の2年間は、思うように業績が伸
びなかったが、3年目以降になると事業が軌道に
乗り始めた。事務所をビルの3階から 1階に移
しPR効果を高めたことに加えて、設立3年目に
は池袋、4年目には新大久保に相次ぎ支店を出店
した。新型コロナウイルス感染症発生前までは、
1ヵ月あたり3,000件ほどの問合せがあり、その
9割以上が中国人だという。コロナの影響で現在、
問合せ件数は約半分に減っているが、業績は落ち
ていない。5、6年前までは顧客層の多くが学生
であったが、現在は企業経営者や都内に務めるビ
ジネスマンが増えていることが業績に影響を与え
ている。
　本社のある西川口店の場合、以前は川口市や戸
田市、蕨市に転居して来る中国人の多くが、都内

よりも家賃が安いという理由が大半であったが、
現在は、「そうした理由で県南部に転居してくる
ケースは少ない。“住みやすい街 ”という事で県
南部地域が選ばれている」（林社長）。中国人にとっ
て “住みやすい街 ”とは、「西川口を中心に本格
的な中華街や中国人向けのスーパーや生鮮食品店
が多くあり、中国人の知り合いが多く住んでいる
こと。年収で見れば、都内でも十分に住宅を購入
できる人が多く、住居費の安さで県南部地域が選
ばれている訳ではない」（同）と話す。
　こうした住みやすさを背景にして、同社の取扱
い契約では、川口市、戸田市、蕨市内の建売戸建
て住宅や3DK、3LDKなどファミリータイプのマ
ンションを購入する案件が増えている。購入者は
30代の中国人が大半で、住宅ローンを組まずに
現金購入するケースも多い。また、かつては物件
の販売主は100％日本の企業であったが、現在で
は半数近くが中国系企業で占められている。
　同社は新型コロナウイルス感染症の発生を機に
事業の見直しを図った。これまでの物件仲介事業
に加えて、新規事業としてリノベーション事業に
進出した。中古マンションを購入し、修繕して再
販売するものだが、「リノベーションした物件を
売り出すと、すぐに売れてしまう」（林社長）。近
年、西川口駅周辺では中国系店舗が増え続けてい
る。新たなチャイナタウンになりつつあるが、林
社長は、「今後は、さらに中国人が増えるだろう
と見ている。横浜の中華街に負けないような観光
客も呼び込める街に発展して欲しい」と強調する。

　外国人住民の増加により多文化共生社会への対

応が求められる自治体が増えている。自治体政策

学が専門で、全国市区町村のまちづくりや政策形

成に広く関わる牧瀬准教授に、地方自治の観点か

ら外国人住民政策について意見を伺った。

◇　　　　◇　　　　◇

――外国人住民が増えることで、地方自治にどの
ような影響を及ぼすとお考えですか？
　外国人の人口が増えると税収も増える可能性が

あります。また、地方交付税は人口に対して付与

率が決められるので、外国人住民の増加はメリッ

トがあります。一方、どの自治体も言葉の問題で

苦労しています。特に教育の問題は重要。言葉が

通じない事で長期的に貧困化していく傾向が、全

国どの自治体でも見られます。貧困化は生活保護

につながってしまいます。

――外国人と日本人が共存するためには自治体と
して何が必要なのでしょうか？
　法的根拠を用意することが重要です。1つが条

例化です。基本的にお互いを認め合って共生して

いく理念条例ですが、それを根拠にして事業を進

めていく。宮城県、静岡県、世田谷区、神戸市、

岡山市などまだ少ないですが、全国で12-13自治

体が条例化し、しっかりと法的根拠を用意して事

業に取組むケースがじわじわ広がっています。残

念ながら埼玉県内では全く動いていないようです。　　

　もう1つが『住民投票権』の付与をどうするか、

です。この議論に発展すると、多くの住民を巻き

込んでの賛否が展開されます。住民投票権を公職

選挙上の選挙権と勘違いしている住民層が一定数

おり、急進的な反対運動になります。ヘイトクラ

イム（人種等の違いによる嫌がらせ）に発展する

可能性もあります。そのため、大阪市ヘイトスピー

チへの対処に関する条例や川崎市差別のない人権

尊重のまちづくり条例など、人種差別やヘイトス

ピーチを規制した条例が制定されつつあります。

　地方自治体の現場では、外国人との接し方につ

いて、何をどうしていいか分からない現状があり

ます。国等がマニュアルづくりを進めるとともに、

民間企業との連携も考えられます。一部の民間企

業は、内部的にはダイバーシティ・インクルージョ

ンに取組む傾向が強くなっています。ダイバーシ

ティ・インクルージョンとは、多種多様な人が互

いの考え方の違いや個性を受け入れながら、とも

に成長することを意味します。同時に外部的には、

外国人を消費者として捉え、ダイバーシティ経営

を推進しています。民間のダイバーシティ志向（マ

ネジメント）を行政に適用させるため、協定を締

結することも一案かもしれません。

――今後、日本は生産年齢人口が減り、外国人の
活躍を期待する声も聞かれます。
　地方自治の観点で見た時、外国人よりも順番と

してまず先にやるべき事があります。

　例えば、国は女性の就労率を引き上げることを

目指しています。あるいは定年延長への取組みも

あるでしょう。さらにDX化。それをやってダメ

な場合に外国人への対応があると考えます。現時

点で地方自治体は外国人を労働者と全く考えてい

ません。どうしても日本人を活用しようという議

論が先にあります。ただし、介護人材など特定の

業種については外国人に頼ろうとしていて、ベト

ナムから優秀な人材を積極的に集めている横浜市

は成功事例の1つです。
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村社長）。そのため同社も積極的に外国人を受け
入れている。自社のホームページで、日本語の他
に、英語とポルトガル語で募集をしているほか、
ポルトガル語やスペイン語で発行するコミュニ
ティ紙に広告出稿し、SNSを通じても求人活動を
行っている。
　外国人は仲間同士の口コミやコミュニティを
通して情報交換しており、SNSが有効な情報発信
ツールとして役立っている。コロナ禍の影響で外
国人の入国が厳しく制限されているため、外国人
募集も容易ではなく、同社は外国人が集団で暮ら
しているシェアハウスや、イスラム教徒の教会、
モスクに足を運んで人探しを行っている。志村社
長は「連日、電子媒体に相当数の広告を発信して
いるがそれでも人が集まらない。今後のコロナの
動向が気になる」と話す。

　　　5.まとめ

　図表8は埼玉県が公表する県内市町村の将来人口
推計ツールを使い、県南3市の人口推移を示したも
のだ。3市の人口は2020年までは自然増減、社会

増減いずれも増加であったが、2020年以降、自然増
減人口はマイナスに転じ、今後、地域を支えていく
のは、他の地域から移り住む社会増減人口と予測さ
れている。その一部は外国人が担うと推察する。
　現在、川口市を筆頭に3市では、増加し続ける外
国人に様々な対策を講じている。日本社会に早期に
適応して貰うための社会ルールや安心して地域で暮
らして貰うための各種情報、そして緊急時の連絡な
ど重要事項の情報などを逐次発信して一定の成果を
挙げている。しかし各種データでも明らかな様に、
近年では、地域に長期間暮らす外国人の定住人口が
増え、外国人の地域に対する意識も行動も徐々に変
化している。人口減少が続く日本社会で外国人との
共生は大きな課題だが、外国人住民日本一の川口市
を含め県南地域は、他の地域より外国人との共生に
先行して取組んでおり、今後の共生施策が他地域の
モデルになる試金石と考える。

■ 株式会社グランデ（さいたま市南区）

　同社は2004年 1月創業の人材派遣会社で、県
内全域の企業と取引している。派遣先は自動車、
電機、食品関連の業種が中心で、売上全体の9割
を製造業派遣で占めている。
　登録者は現在、約3,000人で、毎月100人か
ら 200人が新規求職者として同社を訪ねるが、
このうち4割が外国人である。外国人求職者は
2000 年代前半から増え始め 2007 年に最初の
ピークを迎えた。翌年のリーマンショックの影響
で落ち込み、2011年の東日本大震災で再び減少
した。しかし、その後、徐々に回復基調が続き「コ
ロナ前までは増加傾向にあった。」（志村廣幸社長）
という。図表7は同社の派遣社員の稼働人数を直
近の2021年 10月と 3年前の同月を比較したも
のだが、3年前と比べると稼働人数は7割にまで

落ち込んでいる。
　新型コロナウイルス感染症の影響で企業からの
派遣依頼件数が減っている事が背景にある。例え
ばコロナ前は、川口市内の食品工場から一度に何
十人もの外国人労働者の派遣依頼が寄せられてい
たが、コロナ渦により状況が大きく変わっている。
3年前はブラジル人、ペルー人といった南米系の
国籍を筆頭にフィリピン人、ミャンマー人が多く
見られたが、現在はフィリピン人が最も多く、3
年前には見られなかったベトナム人が国籍別では
3番目に多く見られる。
　特徴的な動きとして見られるのが、「コロナ発
生前まで、蕨市内や川口市内の飲食店で働いてい
たフィリピン人がコロナの影響で店舗が休業状態
になり、昼の仕事にシフトして仕事を探す登録者
が増えている」（志村社長）事と、もう1つが派
遣社員の登録期間が長期化している事。「以前は
出稼ぎ感覚で3～ 5年すると帰国するケースが
多かったが、今は半永住者が多い。家族を母国か
ら呼び寄せて一緒に住むケースも多く見られる」
（同）。日本語レベルが高く、日本の生活様式を身
につけた外国人が地域社会に根付いていることが
窺える。同社は外国人専門の人材派遣会社ではな
いが、生産年齢人口の減少もあり年々、外国人比
率が多くなっている。
　一部の業種を除いて、ほぼすべての取引先企業
で外国人が働いている。「外国人が製造業の人手
不足の受け皿になっており、特に中小製造業は外
国人がいなければ経営が立ち行かなくなる」（志

図表 8：県南 3 市（川口市、戸田市、蕨市）の人口推移

埼玉県　県内市町村の将来人口推計ツールを基に作成

人口増減

自然増減

社会増減

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

-20,000

-40,000

（人）

1955
▼
1960

1960
▼
1965

1965
▼
1970

1970
▼
1975

1975
▼
1980

1980
▼
1985

1985
▼
1990

1990
▼
1995

1995
▼
2000

2000
▼
2005

2005
▼
2010

2010
▼
2015

2015
▼
2020

2020
▼
2025

2025
▼
2030

2030
▼
2035

2035
▼
2040

2040
▼
2045

※2020 年以降は将来推計

図表 7：派遣人材の稼働実績
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2021 年 10月

イラン

インドネシア

エジプト

ガーナ
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村社長）。そのため同社も積極的に外国人を受け
入れている。自社のホームページで、日本語の他
に、英語とポルトガル語で募集をしているほか、
ポルトガル語やスペイン語で発行するコミュニ
ティ紙に広告出稿し、SNSを通じても求人活動を
行っている。
　外国人は仲間同士の口コミやコミュニティを
通して情報交換しており、SNSが有効な情報発信
ツールとして役立っている。コロナ禍の影響で外
国人の入国が厳しく制限されているため、外国人
募集も容易ではなく、同社は外国人が集団で暮ら
しているシェアハウスや、イスラム教徒の教会、
モスクに足を運んで人探しを行っている。志村社
長は「連日、電子媒体に相当数の広告を発信して
いるがそれでも人が集まらない。今後のコロナの
動向が気になる」と話す。

　　　5.まとめ

　図表8は埼玉県が公表する県内市町村の将来人口
推計ツールを使い、県南3市の人口推移を示したも
のだ。3市の人口は2020年までは自然増減、社会

増減いずれも増加であったが、2020年以降、自然増
減人口はマイナスに転じ、今後、地域を支えていく
のは、他の地域から移り住む社会増減人口と予測さ
れている。その一部は外国人が担うと推察する。
　現在、川口市を筆頭に3市では、増加し続ける外
国人に様々な対策を講じている。日本社会に早期に
適応して貰うための社会ルールや安心して地域で暮
らして貰うための各種情報、そして緊急時の連絡な
ど重要事項の情報などを逐次発信して一定の成果を
挙げている。しかし各種データでも明らかな様に、
近年では、地域に長期間暮らす外国人の定住人口が
増え、外国人の地域に対する意識も行動も徐々に変
化している。人口減少が続く日本社会で外国人との
共生は大きな課題だが、外国人住民日本一の川口市
を含め県南地域は、他の地域より外国人との共生に
先行して取組んでおり、今後の共生施策が他地域の
モデルになる試金石と考える。

■ 株式会社グランデ（さいたま市南区）

　同社は2004年 1月創業の人材派遣会社で、県
内全域の企業と取引している。派遣先は自動車、
電機、食品関連の業種が中心で、売上全体の9割
を製造業派遣で占めている。
　登録者は現在、約3,000人で、毎月100人か
ら 200人が新規求職者として同社を訪ねるが、
このうち4割が外国人である。外国人求職者は
2000 年代前半から増え始め 2007 年に最初の
ピークを迎えた。翌年のリーマンショックの影響
で落ち込み、2011年の東日本大震災で再び減少
した。しかし、その後、徐々に回復基調が続き「コ
ロナ前までは増加傾向にあった。」（志村廣幸社長）
という。図表7は同社の派遣社員の稼働人数を直
近の2021年 10月と 3年前の同月を比較したも
のだが、3年前と比べると稼働人数は7割にまで

落ち込んでいる。
　新型コロナウイルス感染症の影響で企業からの
派遣依頼件数が減っている事が背景にある。例え
ばコロナ前は、川口市内の食品工場から一度に何
十人もの外国人労働者の派遣依頼が寄せられてい
たが、コロナ渦により状況が大きく変わっている。
3年前はブラジル人、ペルー人といった南米系の
国籍を筆頭にフィリピン人、ミャンマー人が多く
見られたが、現在はフィリピン人が最も多く、3
年前には見られなかったベトナム人が国籍別では
3番目に多く見られる。
　特徴的な動きとして見られるのが、「コロナ発
生前まで、蕨市内や川口市内の飲食店で働いてい
たフィリピン人がコロナの影響で店舗が休業状態
になり、昼の仕事にシフトして仕事を探す登録者
が増えている」（志村社長）事と、もう1つが派
遣社員の登録期間が長期化している事。「以前は
出稼ぎ感覚で3～ 5年すると帰国するケースが
多かったが、今は半永住者が多い。家族を母国か
ら呼び寄せて一緒に住むケースも多く見られる」
（同）。日本語レベルが高く、日本の生活様式を身
につけた外国人が地域社会に根付いていることが
窺える。同社は外国人専門の人材派遣会社ではな
いが、生産年齢人口の減少もあり年々、外国人比
率が多くなっている。
　一部の業種を除いて、ほぼすべての取引先企業
で外国人が働いている。「外国人が製造業の人手
不足の受け皿になっており、特に中小製造業は外
国人がいなければ経営が立ち行かなくなる」（志

図表 8：県南 3 市（川口市、戸田市、蕨市）の人口推移

埼玉県　県内市町村の将来人口推計ツールを基に作成
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※2020 年以降は将来推計

図表 7：派遣人材の稼働実績

2018 年 10月

国籍 人数 国籍 人数

2021 年 10月

イラン

インドネシア

エジプト

ガーナ

ギニア

スリランカ

セネガル

チュニジア

ナイジェリア

ネパール

パキスタン

パラグアイ

バングラデシュ

フィリピン

ブラジル

ペルー

マリ

ミャンマー

韓国

中国

日本

総　計

7

15

3

15

4

7

10

3

11

10

20

3

2

45

53

53

4

30

3

6

218

478

アメリカ

アラブ首長国連邦

インド

インドネシア

ウガンダ

ウクライナ

ガーナ

コートジボアール

スリランカ

トルコ

ネパール

パキスタン

バングラデシュ

フィリピン

ブラジル

ベトナム

ペルー

ポルトガル

中国

日本

不明

総　計

2

3

5

3

3

2

10

2

4

7

2

13

2

55

35

27

18

2

2

159

14

354

グランデの社内風景
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